
 

 

第 133 期 決算公告 

平成 20 年 6 月 26 日            静岡県静岡市清水区富士見町 3 番 1 号 

株式会社 清水銀行 

取締役頭取 山田訓史 

        第 133 期末 貸借対照表(平成 20年 3月 31日現在)(単位：百万円)     

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部)  (負債の部) 

現 金 預 け 金 33,455 預 金 1,212,438

現 金 15,982 当 座 預 金 43,247

預 け 金 17,472 普 通 預 金 404,747

コ ー ル ロ ー ン 40,000 貯 蓄 預 金 27,797

買 入 金 銭 債 権 1,050 通 知 預 金 1,885

商 品 有 価 証 券 98 定 期 預 金 705,320

商 品 国 債 53 定 期 積 金 17,176

商 品 地 方 債 44 そ の 他 の 預 金 12,263

金 銭 の 信 託 1,201 借 用 金 291

有 価 証 券 238,341 借 入 金 291

国 債 129,510 外 国 為 替 20

地 方 債 6,659 売 渡 外 国 為 替 14

社 債 63,890 未 払 外 国 為 替 5

株 式 17,746 新 株 予 約 権 付 社 債 5,999

そ の 他 の 証 券 20,535 そ の 他 負 債 4,000

貸 出 金 929,043 未 払 法 人 税 等 56

割 引 手 形 17,057 未 払 費 用 1,749

手 形 貸 付 64,529 前 受 収 益 840

証 書 貸 付 722,720 給 付 補 て ん 備 金 22

当 座 貸 越 124,736 金 融 派 生 商 品 98

外 国 為 替 522 そ の 他 の 負 債 1,234

外 国 他 店 預 け 382 賞 与 引 当 金 505

買 入 外 国 為 替 95 退 職 給 付 引 当 金 2,677

取 立 外 国 為 替 44 睡眠預金払戻損失引当金 38

そ の 他 資 産 31,043 支 払 承 諾 4,479

前 払 費 用 122 負 債 の 部 合 計 1,230,451

未 収 収 益 1,142 (純資産の部)  

金 融 派 生 商 品 328 資 本 金 8,670

そ の 他 の 資 産 29,450 資 本 剰 余 金 5,267

有 形 固 定 資 産 19,197 資 本 準 備 金 5,267

建 物 8,738 利 益 剰 余 金 51,667

土 地 8,746 利 益 準 備 金 8,670

建 設 仮 勘 定 1,133 そ の 他 利 益 剰 余 金 42,997

そ の他の有形固定資産 579 別 途 積 立 金 40,432

無 形 固 定 資 産 1,108 繰 越 利 益 剰 余 金 2,564

ソ フ ト ウ エ ア 994 自 己 株 式 △259

その他の無形固定資産 113 株 主 資 本 合 計 65,345

繰 延 税 金 資 産 7,807 その他有価証券評価差額金 △1,982

支 払 承 諾 見 返 4,479 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

貸 倒 引 当 金 △13,533 評価・換算差額等合計 △1,982

 純 資 産 の 部 合 計 63,363

資 産 の 部 合 計 1,293,815 負債及び純資産の部合計 1,293,815



  

 

第133期 損益計算書 

(平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日まで) 

                                     (単位:百万円) 

科      目 金      額 

経 常 収 益  30,854 

 資 金 運 用 収 益 23,523  
  貸 出 金 利 息 20,065  
  有 価 証券利息配当金 2,761  
  コ ー ル ロ ー ン 利 息 247  
  預 け 金 利 息 0  
  金利スワップ受入利息 0  
  そ の 他 の 受 入 利 息 448  
 役 務 取 引 等 収 益 3,261  
  受 入 為 替 手 数 料 1,291  
  そ の 他 の 役 務 収 益 1,970  
 そ の 他 業 務 収 益 1,765  
  外 国 為 替 売 買 益 38  
  商 品 有価証券売買益 6  
  国 債 等 債 券 売 却 益 1,720  
  そ の 他 の 業 務 収 益 0  
 そ の 他 経 常 収 益 2,304  
  株 式 等 売 却 益 1,746  
  金 銭 の 信 託 運 用 益 8  
  そ の 他 の 経 常 収 益 549  

経 常 費 用  28,330

 資 金 調 達 費 用 4,512  
  預 金 利 息 4,189  
  譲 渡 性 預 金 利 息 2  
  コ ー ル マ ネ ー 利 息 13  
  借 用 金 利 息 0  
  新株予約権付社債利息 5  
  そ の 他 の 支 払 利 息 300  
 役 務 取 引 等 費 用 937  
  支 払 為 替 手 数 料 220  
  そ の 他 の 役 務 費 用 716  
 そ の 他 業 務 費 用 130  
  国 債 等 債 券 売 却 損 130  
 営 業 経 費 16,839  
 そ の 他 経 常 費 用 5,910  
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,994  
  株 式 等 売 却 損 1,007  
  株 式 等 償 却 828  
  そ の 他 の 経 常 費 用 79  

経 常 利 益  2,524

特 別 利 益  1

 固 定 資 産 処 分 益 1  
 償 却 債 権 取 立 益 0  

特 別 損 失  260

 固 定 資 産 処 分 損 133  
 減 損 損 失 101  
 その他の特別損失 26  

税 引 前 当 期 純 利 益  2,266

法人税、住民税及び事業税  22

法 人 税 等 調 整 額  586

当 期 純 利 益  1,657

  

 

  



 

 

個別注記表 

   記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行って

おります。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その

他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又

は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純

資産直入法により処理しております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建 物  5年～50年 

動 産  2年～20年 
（会計方針の変更） 

平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19 年 4 月 1 日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に

より、経常利益及び税引前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ 7 百万円減少して

おります。 

（追加情報） 

当期より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に

達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を5年間で均等償却しております。この変更に

より、経常利益及び税引前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ26百万円減少し

ております。 

(2)無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

5. 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定

する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去

の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てておりま

す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破

綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

 

 

 



 

 

(2)賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当期に帰属する額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理

方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

(4)役員退職慰労引当金 

 （追加情報） 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく要支

給額を計上しておりましたが、平成19年6月26日開催の定時株主総会において役員退職慰労

金制度の廃止を決議し、これに伴い、打ち切り支給を実施しました。制度の廃止に伴い、

役員退職慰労引当金を全額取崩し、打ち切り支給額の未払い分254百万円についてはその他

の負債に含めて表示しております。 

(5)睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の預金者からの払戻

請求に備えるため、過去の払戻実績に基づき、必要額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

従来、負債計上を中止した預金の預金者からの払戻請求に対しては、払戻時に費用として

処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会監査・保証実務委

員会報告第42号平成19年4月13日)が平成19年4月1日以後開始する事業年度から適用されるこ

とになったことに伴い、当期から同報告を適用し、預金者からの将来の払戻請求に備えるた

め、過去の払戻実績に基づき、必要額を睡眠預金払戻損失引当金として計上しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益は12百万円、税引前当期純利益

は38百万円それぞれ減少しております。 

7. リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

8. ヘッジ会計の方法 

(1)金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッ

ジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を

一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシ

ュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関

関係の検証により有効性の評価をしております。 

 (2)為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に

規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭

債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取

引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外

貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており

ます。 

9. 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

           



 

 

                           

会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

 「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改

正され（平成 19 年 6 月 15 日付及び同 7月 4日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年

度から適用されることになったことに伴い、当期から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

1. 関係会社の株式総額 107 百万円 

2. 貸出金のうち、破綻先債権額は3,961百万円、延滞債権額は26,783百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法

施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に

規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は117百万円であります。 

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延

している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,271百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は34,134

百万円であります。 

なお、上記2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これに

より受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担

保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は17,145百万円であり

ます。 

7. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告

第3号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照

表計上額は、1,000百万円であります。 

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   有価証券 12,199 百万円 

担保資産に対応する債務  預金   3,199 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券51,876百万円を差し入れております。

また、その他の資産のうち保証金は629百万円であります。 

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、234,592百万円であり

ます。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が

234,032百万円あります。上記の未実行残高には、総合口座取引の未実行残高116,045百万円が含

まれております。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて

おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約

後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。 



 

 

10. 有形固定資産の減価償却累計額 15,573百万円 

11. 有形固定資産の圧縮記帳額       755百万円 

12. 新株予約権付社債5,999百万円は劣後特約付社債であります。 

13. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対

する当行の保証債務の額は5,000百万円であります。 

14. １株当たりの純資産額      6,636円6銭 

15. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 

(1) 取得原価相当額 

  動産 83百万円  

  その他 2,873百万円  

  合計 2,957百万円  

(2) 減価償却累計額相当額 

  動産 58百万円  

  その他 1,667百万円  

  合計 1,726百万円  

(3) 期末残高相当額 

  動産 24百万円  

  その他 1,206百万円  

  合計 1,231百万円  

(4) 未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 352百万円  

  １年超 918百万円  

  合計 1,270百万円  

(5) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 399百万円  

  減価償却費相当額 357百万円  

  支払利息相当額 50百万円  

(6) 減価償却費相当額の算定方法  

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

(7) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっております。  
16. 関係会社に対する金銭債権総額  8,416百万円 

17. 関係会社に対する金銭債務総額  4,154百万円 

18. ストック・オプションの状況は以下のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

(1)付与対象者の区分及び数 取締役11名及び使用人13名 

(2)ストック・オプション数 32,200株（新株予約権の数は322個、新株予約権1個当

たりの目的となる数は100株） 

(3)付与日     平成15年10月1日（定時株主総会の決議日 平成15年6月26日） 

(4)権利行使期間  平成17年7月1日から平成22年6月30日まで 

(5)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    

権利確定後期首 32,200株

権利行使 －株

未行使残 32,200株 

19． 銀行法施行規則第 19 条の 2第 1項第 3号ロ(10)に規定する自己資本比率  10.09% 

 

 

 

 

 



 

 

（損益計算書関係） 

1. 関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 154百万円 

役務取引等に係る収益総額 11百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 11百万円 

 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 9百万円 

役務取引等に係る費用総額 40百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,705百万円  

2. 「その他の経常収益」には債権の売却益210百万円を含んでおります。 

3. 当行は、減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携し

て営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っております。そ

の結果、営業利益減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、以下

の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 101 百万円を「減損損失」と

して特別損失に計上しております。なお、遊休資産には、当期中に使用を中止した建物の残存簿

価 96 百万円を含んでおります。 

区分 地域 主な用途 種類 減損損失 

稼働資産 静岡県内 営業店舗 1か所 建物 4百万円 

遊休資産 静岡県内 遊休資産 3か所 土地及び建物 97百万円 

     (うち土地   0百万円 )

     (うち建物  96百万円 )

  合計    101百万円 

    (うち土地   0百万円 )

(うち建物  100百万円 )

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定されており、主として

「不動産鑑定評価基準」（国土交通省平成14年7月3日改正）に準拠して評価した額から処分費用

見込額を控除して算定しております。 

4. 「その他の特別損失」26百万円は、睡眠預金払戻損失引当金繰入に係る過年度対応額でありま

す。 

5. １株当たり当期純利益金額  173円59銭 

6. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  154円86銭 

  

（有価証券関係） 

 貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が

含まれております。 

1. 売買目的有価証券（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

当期の損益に含まれた評

価差額（百万円） 

売買目的有価証券 98 1  

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

国債 － － － － － 

地方債 － － － － － 

社債 － － － － － 

その他 16,000 13,714 △2,285 － 2,285 

合計 16,000 13,714 △2,285 － 2,285 

（注）1.時価は当期末における市場価格等に基づいております。 

    2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 



 

 

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 該当ありません。 

4. その他有価証券で時価のあるもの（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

 
取得原価 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円）

評価差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

株式 17,379 16,633 △746 861 1,607 

債券 197,015 195,060 △1,955 359 2,314 

国債 131,679 129,510 △2,169 73 2,242 

地方債 6,629 6,659 30 35 4 

社債 58,707 58,890 183 251 67 

その他 4,625 4,038 △587 0 587 

合計 219,020 215,731 △3,288 1,221 4,509 

（注）1.貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

     2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

     3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて

著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないもの

については、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の

損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

       当期における減損処理額は、株式 704 百万円であります。 

       また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比

べて 30％以上下落した場合としております。 

5. 当期中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

 該当ありません。 

6. 当期中に売却したその他有価証券（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

 売却額    

（百万円） 

売却益の合計額

（百万円） 

売却損の合計額

（百万円） 

その他有価証券 170,253 3,466 1,138  

7. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 － 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 子会社・子法人等株式 

 

107 

その他有価証券 

 非上場株式 

 社債 

 その他の証券 

 

1,005 

5,000 

496  

8. 

 

保有目的を変更した有価証券 

 該当ありません。 

9. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 

（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 1 年以内 
(百万円) 

1 年超 5年以内
(百万円) 

5 年超 10 年以内
(百万円) 

10 年超 
(百万円) 

債券 33,854 114,404 31,153 20,647 

 国債 21,000 76,430 11,430 20,647 

 地方債 1,369 5,077 212 － 

 社債 11,484 32,895 19,510 － 

その他 － － 217 16,269 

合 計 33,854 114,404 31,371 36,917  



 

 

（金銭の信託関係） 

1. 運用目的の金銭の信託（平成 20 年 3 月 31 日現在） 
 該当ありません。 

2. 満期保有目的の金銭の信託（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 該当ありません。 

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 
取得原価

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円）

評価差額

（百万円）

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

その他の金銭の

信託 
1,201 1,201 － － － 

 

 

（税効果会計関係） 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

  

繰延税金資産 百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,434  

退職給付引当金損金不算入額 1,827  

繰越欠損金 743  

有価証券償却損金不算入額 594  

ソフトウエア等償却超過額 363  

減価償却償却超過額 255  

土地評価損損金不算入額 209  

賞与引当金損金不算入額 199  

役員退職慰労未払金 100  

繰延消費税損金算入限度超過額 35  

その他有価証券評価差額金 1,790  

その他 179  

繰延税金資産小計 10,732  

評価性引当額 △2,089  

繰延税金資産合計 8,643  

繰延税金負債  

退職給付信託設定差益 △337  

その他有価証券評価差額金 △484  

その他 △13  

繰延税金負債合計 △835  

繰延税金資産の純額 7,807 百万円  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

第 133 期末 連結貸借対照表 

(平成 20 年 3 月 31 日現在) 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 
 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ） 

現 金 預 け 金 34,027 預 金 1,208,351

コ ー ル ロ ー ン 40,000 借 用 金 7,143

買 入 金 銭 債 権 1,050 外 国 為 替 20

商 品 有 価 証 券 98 新 株 予 約 権 付 社 債 5,999

金 銭 の 信 託 1,201 そ の 他 負 債 7,648

有 価 証 券 238,419 賞 与 引 当 金 548

貸 出 金 921,961 退 職 給 付 引 当 金 2,747

外 国 為 替 522 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 102

そ の 他 資 産 34,278 睡眠預金払戻損失引当金 38

有 形 固 定 資 産 33,119 支 払 承 諾 4,479

  建        物 8,784 負 債 の 部 合 計 1,237,079

  土        地 9,175 ( 純 資 産 の 部 ) 

  建  設  仮  勘  定 1,521 資 本 金 8,670

    その他の有形固定資産 13,638 資 本 剰 余 金 5,273

無 形 固 定 資 産 1,120 利 益 剰 余 金 52,265

  ソ フ ト ウ ェ ア 1,002 自 己 株 式 △259

    その他の無形固定資産 118 株 主 資 本 合 計 65,950

繰 延 税 金 資 産 8,334 その他有価証券評価差額金 △1,971

支 払 承 諾 見 返 4,479 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

貸 倒 引 当 金 △14,902 評価・換算差額等合計 △1,970

 少 数 株 主 持 分 2,652

 純 資 産 の 部 合 計 66,632

資 産 の 部 合 計 1,303,711 負債及び純資産の部合計 1,303,711



 

 

第133期 連結損益計算書 

(平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日まで) 

                                  (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 金    額 

経 常 収 益   36,978 

 資 金 運 用 収 益  23,591   

  貸 出 金 利 息  20,130   

  有 価 証 券 利 息 配 当 金  2,764   

  コ ー ル ロ ー ン 利 息  247   

  預 け 金 利 息  0   

  そ の 他 の 受 入 利 息  449   

 役 務 取 引 等 収 益  8,432   

 そ の 他 業 務 収 益  2,636   

 そ の 他 経 常 収 益  2,318   

経 常 費 用   34,115 

 資 金 調 達 費 用  4,596   

預 金 利 息  4,179   

譲 渡 性 預 金 利 息  2   

コ ー ル マ ネ ー 利 息  13   

借 用 金 利 息  93   

新 株 予 約 権 付 社 債 利 息  5   

そ の 他 の 支 払 利 息  302   

 役 務 取 引 等 費 用  5,441   

 そ の 他 業 務 費 用  942   

 営 業 経 費  17,122   

 そ の 他 経 常 費 用  6,012   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  4,073   

そ の 他 の 経 常 費 用  1,939   

経 常 利 益   2,862 

特 別 利 益   5 

固 定 資 産 処 分 益 1   

償 却 債 権 取 立 益 4   

特 別 損 失   260 

固 定 資 産 処 分 損  133   

減 損 損 失  101   

そ の 他 の 特 別 損 失  26   

税金等調整前当期純利益   2,607 

法人税、住民税及び事業税   158 

法 人 税 等 調 整 額   611 

少 数 株 主 利 益   141 

当 期 純 利 益   1,696 
    



 

 

連結計算書類の作成方針 
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第 2 条第 8 項及び銀行法施行令第 4 条の

2 に基づいております。 

（1）連結の範囲に関する事項 

  ①連結される子会社及び子法人等  9 社 

    会社名 

       清水ビジネスサービス株式会社 

       清水銀キャリアップ株式会社 

       清水総合メンテナンス株式会社 

       清水総合リース株式会社 

       清水信用保証株式会社 

       清水総合コンピュータサービス株式会社 

       清水カードサービス株式会社 

       清水ジェーシービーカード株式会社 

       株式会社清水地域経済研究センター 

   ②非連結の子会社及び子法人等 

       該当ありません。 

 

（2）持分法の適用に関する事項 

  ①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

      該当ありません。 

  ②持分法適用の関連法人等 

      該当ありません。 

  ③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

      該当ありません。 

  ④持分法非適用の関連法人等 

      該当ありません。 

 

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

   連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

      3 月末日  9 社 

 

（4）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法

を採用しております。 

 

（5）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

連結注記表 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

1. 会計処理基準に関する事項 

 (1)商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行

っております。 

 (2)有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額

法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時

価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動平均法

による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

 (3)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 (4)減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

 当行の有形固定資産は、定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物(建

物附属設備を除く。)については定額法)を採用しております。また、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物  5 年～50 年 

動産  2 年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に

基づき、主として定額法により償却しております。 

ただし、貸与資産(リース物件)については、リース期間を耐用年数としリース期間

満了時の処分見積額を残存価額とする定額法により償却しております。 

（会計方針の変更） 

平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19 年 4 月 1 日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。

この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法によった場合

に比べ 7 百万円減少しております。 

  （追加情報） 

当連結会計年度より、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を 5 年間

で均等償却しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は、従来の方法によった場合に比べ 27 百万円減少しております。 

 ②無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間(5 年)

に基づいて償却しております。 

 (5)貸倒引当金の計上基準 

 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当

金の監査に関する実務指針」(日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号)に規

定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、

過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。



 

 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率

等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 (6)賞与引当金の計上基準 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

 (7)退職給付引当金の計上基準 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の

差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数(10 年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から損益処理 

 (8)役員退職慰労引当金の計上基準 

 連結子会社 9 社については、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する

退職慰労金の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を

役員退職慰労引当金として計上しております。 

 （追加情報） 

当行は、役員の退職慰労金支給に備えるため、役員に対する退職慰労金の要支給額を役

員退職慰労引当金として計上しておりましたが、平成 19 年 6 月 26 日開催の定時株主総会

の決議により打ち切り支給を実施しました。制度の廃止に伴い、役員退職慰労引当金を全

額取崩し、打ち切り支給額未払い分 254 百万円についてはその他負債に含めて表示してお

ります。 

 (9)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の預金者からの払

戻請求に備えるため、過去の払戻実績に基づき、必要額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

従来、負債計上を中止した預金の預金者からの払戻請求に対しては、払戻時に費用とし

て処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証

実務委員会報告第 42 号平成 19 年 4 月 13 日）が平成 19 年 4 月 1 日以後開始する連結会計

年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同報告を適用し、預金

者からの将来の払戻請求に備えるため、過去の払戻実績に基づき、必要額を睡眠預金払戻

損失引当金として計上しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ経

常利益は 12 百万円、税金等調整前当期純利益は 38 百万円それぞれ減少しております。 

 (10)外貨建資産・負債の換算基準 

 当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 (11)リース取引の処理方法 

 当行並びに連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。 

 

 

 

 

 



 

 

 (12)重要なヘッジ会計の方法 

 (イ)金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。) に

規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動

を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利

スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しておりま

す。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段

の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

 (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法

は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第

25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に

ついては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ

取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務

等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘ

ッジの有効性を評価しております。 

 (13)消費税等の会計処理 

 当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下、消費税等と

いう。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対

象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

(金融商品に関する会計基準) 

 「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務

指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）等における有価証券の範囲に関す

る規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日付）、金融商品取引法の施行日以

後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正会

計基準及び実務指針を適用しております。 

(連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針) 

 企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結

財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告

第6号平成19年3月29日）の第30－2項を当連結会計年度から適用しております。なお、これ

による連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

1． 貸出金のうち、破綻先債権額は4,178百万円、延滞債権額は26,910百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな

かった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)の

うち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま

す。 

2. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は117百万円であります。 

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,272百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであり

ます。 

4. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

34,479百万円であります。 

なお、上記1．から4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

5. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却

又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、

17,145百万円であります。 

6. ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第3号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のう

ち、連結貸借対照表計上額は、1,000百万円であります。 

7. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券     12,199百万円 

有形固定資産    7,756百万円 

担保資産に対応する債務 

預  金              3,199百万円 

借用金        6,851百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券51,876百万円を差し入れており

ます。 

また、その他資産のうち保証金は639百万円であります。 

8. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

246,262百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの(又は任意の時期に無条



 

 

件で取消可能なもの)が245,702百万円あります。上記の未実行残高には、総合口座取引

の未実行残高116,045百万円が含まれております。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行

残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・

フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人

等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内(社内)手続きに基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

9. 有形固定資産の減価償却累計額        34,313百万円 

10. 有形固定資産の圧縮記帳額              755百万円 

11. 新株予約権付社債5,999百万円は劣後特約付社債であります。 

12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債

に対する保証債務の額は5,000百万円であります。 

13. 1株当たりの純資産額        6,700円61銭 

14. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務 △6,459 百万円 

年金資産（時価） 2,894  

未積立退職給付債務 △3,564  

未認識数理計算上の差異 928  

連結貸借対照表計上額の純額 △2,636  

前払年金費用 111  

退職給付引当金 △2,747   

15. ストック・オプションの状況は以下のとおりであります。 

 (1)付与対象者の区分及び数 取締役11名及び使用人13名 

(2)ストック・オプション数 32,200株（新株予約権の数は322個、新株予約権1個当たり

の目的となる数は100株） 

(3)付与日     平成15年10月1日（定時株主総会の決議日 平成15年6月26日） 

(4)権利行使期間  平成17年7月1日から平成22年6月30日まで 

(5)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   権利確定後期首  32,200株 

   権利行使       －株 

   未行使残     32,200株 

 16．銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率 10.41% 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(連結損益計算書関係) 

1. 「その他経常収益」には、株式等売却益1,755百万円及び債権売却益213百万円を含んでお

ります。 

2. 「その他の経常費用」には、株式等売却損1,007百万円及び株式等償却828百万円を含んで

おります。 

3. 「その他の特別損失」は、睡眠預金払戻損失引当金繰入に係る過年度対応額26百万円であ

ります。 

4. 当行及び連結される子会社及び子法人等は、減損損失の算定にあたり、管理会計上の最

小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業店グループは当該グル

ープ単位）でグルーピングを行っております。その結果、営業利益減少によるキャッシ

ュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、以下の資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額101百万円を「減損損失」として特別損失に計上してお

ります。なお、遊休資産には、当連結会計年度中に使用を中止した建物の残存簿価96百万

円を含んでおります。 

 

区分 地域 主な用途 種類 減損損失 

稼働資産 静岡県内 営業店舗1か所 建物 4百万円            

稼働資産 静岡県内 遊休資産3か所 土地及び建物 97百万円            

(うち土地  0百万円) 

(うち建物 96百万円) 

合計    101百万円            

(うち土地  0百万円) 

(うち建物  100百万円) 

 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額あるいは使用価値により測定し

ております。正味売却価額は、主として「不動産鑑定評価基準」（国土交通省平成14年7月

3日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

5. 1株当たり当期純利益金額 177円68銭 

6. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 158円49銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(有価証券関係) 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在） 

  

 連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

当連結会計年度の損益に 

含まれた評価差額(百万円) 

売買目的有価証券 98 1  

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在） 

  

 連結貸借対

照表計上額

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

国債 － － － － － 

地方債 － － － － － 

社債 － － － － － 

その他 16,000 13,714 △2,285 － 2,285 

合計 16,000 13,714 △2,285 － 2,285 

 (注)1．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

   2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

3. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価によ

り計上したものであります。 

   2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

   3．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著

しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものにつ

いては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会

計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、株式704百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて

30％以上下落した場合としております。 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

（百万円）

評価差額 

（百万円）

うち益 

（百万円）

うち損 

（百万円） 

株 式 17,409 16,781 △628 978 1,607 

債 券 197,015 195,060 △1,955 359 2,314 

国 債 131,679 129,510 △2,169 73 2,242 

地方債 6,629 6,659 30 35 4 

社 債 58,707 58,890 183 251 67 

その他 4,625 4,038 △587 0 587 

合 計 219,050 215,879 △3,170 1,338 4,509 



 

 

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成19年4月1日 至平成20年3月31日） 

  該当ありません。 

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年4月1日 至平成20年3月31日） 

  

 売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

その他有価証券 170,265 3,476 1,138  

6. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年3月31日現在） 

  

 金額(百万円) 

満期保有目的の債券 － 

その他有価証券 

  非上場株式 

  社債 

  その他の証券 

 

1,043 

5,000 

496  

7. 保有目的を変更した有価証券 

 該当ありません。 

8. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年3月31日現在）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1年以内 

(百万円) 

1年超5年以内 

（百万円） 

5 年超 10 年以

内（百万円） 

10年超 

(百万円) 

債 券 33,854 114,404 31,153 20,647 

  国 債 21,000 76,430 11,430 20,647 

  地方債 1,369 5,077 212 － 

  社 債 11,484 32,895 19,510 － 

その他 － － 217 16,269 

合 計 33,854 114,404 31,371 36,917  

(金銭の信託関係) 

1. 運用目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在） 

  該当ありません。 

2. 満期保有目的の金銭の信託（平成20年3月31日現在） 

  該当ありません。 

3. 

 

 

 

 

 

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年3月31日現在） 

 取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照

表計上額 

(百万円) 

評価差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

その他の金銭

の信託 

1,201 1,201 － － － 

 

 


